
No. 推奨事業メニュー
交付対象事業の名

称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

学校給食物価高騰
支援事業分

①長引く物価高騰下にあっても、これまで同様の学校給食の回数と質を確保するため学校給食費を増額改定
するが、改定に伴う増額分を保護者へ負担を求めず、子育て世代を支援するもの。
②学校給食における賄材料費
③Ｒ７学校給食費改定額と保護者負担額（Ｒ５学校給食費と同額）との差額
ア　小学校
　　R7学校給食費（年額）　58,600円
　　R5学校給食費（年額）　46,100円（＝保護者負担額）
　　※差額12,500円
　◆差額12,500円×児童数（当初見込）4,770人＝59,625,000円…(1)
イ　中学校
　　R7学校給食費（年額）　66,100円
　　R5学校給食費（年額）　52,100円（＝保護者負担額）
　　※差額14,000円
　◆差額14,000円×生徒数（当初見込）2,688人＝37,632,000円…(2)
(1)＋(2)＝97,257,000円
※職員等の給食費は含まない。
④生活者（児童生徒学校給食費納入義務者）

R7.4 R8.3

2
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

子ども食堂食料品
等物価高騰支援事
業補助金

①食品等の価格高騰のなか、こども食堂を開設する団体へ食材費等を補助することにより開設の維持及びこ
どもの居場所を確保する。
市内で開催されるこども食堂の実施について、貧困状態にある家庭に限定せず市民への広い周知を図る。
②運営費補助（食べ物の提供を伴う事業１回あたりの運営補助）
③・10団体×６月×１回あたり@10,000円
（１回あたり１万円、１団体あたり年間60000円を上限とする。食材費（市販弁当購入も可とする）及び容器・衛
生用品等の消耗品を対象とする）
④奥州市内のこども食堂運営団体
（奥州市こども食堂（こどもの居場所）ネットワークに登録済の団体が行う全市対象としたこども食堂の事業実
施団体）

R7.4 R8.3

3
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

放課後児童クラブ価
格高騰支援交付金

①多品目の物価が高騰している中、教材等の購入の経費を支援し、もってサービスの低下を予防し、安定し
た経営を支援する。
②クラブの利用人数（R7.4.1登録人数）により支援金を交付する。
一人当たり年額648円
＊毎月の教材等の購入費の平均2,000円に物価上昇率（前年平均）2.7％を乗じて物価上昇分を算定。
③クラブ数：47　利用人数：1,532名（見込み）
　＠648×1,532名（見込み）＝992,736円
④放課後児童クラブ運営事業者

R7.4 R8.3

4
②エネルギー・食料品
価格等の物価高騰に
伴う子育て世帯支援

教育・保育施設等給
食提供支援交付金

①原油価格や電気・ガス・食料品等を含む物価の高騰の影響によりかかり増しした給食費について、保護者
や事業者の負担の軽減を図るため、教育・保育施設給食提供支援交付金を予算の範囲内で交付し、もって、
円滑な施設運営を支援する。
②食材料費
③積算根拠
　(1) 単価
　　○実費徴収対象
　　　一人当たり1か月分の賄材料費単価増額分537円（公立施設平均　R4：5,380円→R7：5,917円）
　　○副食費免除対象
　　　一人当たり1か月分の賄材料費単価増額分537円から公定価格上の副食費免除加算の増額分400円を
除いた137円（副食費免除加算　R4：4,500円→R7：4,900円）
　(2) 対象数
　　【私立】
　　　実費徴収対象1,703人（537円×1,703人×12ヶ月＝10,974,132円）　交付金
　　　副食費免除対象者388人（137円×378人×12ヶ月＝621,432円）　交付金
　　【公立】
　　　実費徴収対象315人（537円×315人×12ヶ月＝2,029,860円）　賄材料費
　　　副食費免除対象者92人（137円× 92人×12ヶ月＝151,248円）　賄材料費
　　【合計】13,776,672円
※職員等の給食費は含まない。
④私立教育・保育施設の事業者、公立保育所及び認定こども園

R7.4 R8.3

5
④省エネ家電等への
買い換え促進による
生活者支援

省エネ家電買換促
進事業補助金

①物価高騰が長引く中であって省エネ家電への買換を促進させ、併せて家庭のエネルギー費用負担の軽減
も図るもの。また、生活における省エネルギー化を促し、地域における脱炭素社会の構築となるものです。
②冷蔵庫、エアコン等の省エネ家電の購入経費に対する補助金
③限度額５万円（補助率３分の１）/１家電　×　400世帯
④補助金申請日に奥州市民であり、居住する市内自宅で既に使用している対象省エネ家電機器を、市内の
お店において同種に買い替え、買換前の機器を廃棄した者。（同一世帯において１件のみ）

R7.6 R7.12

6
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

酪農電気料高騰対
策支援事業交付金

①コロナ禍以降の電気料等の動力高熱水費の高騰は現在も続き、電力使用が多い酪農家の経営を圧迫して
いる。酪農家の電気料の負担軽減を図り、経営を継続できるよう支援する。
②乳用牛一頭当たりの電気使用量を試算し、これに増額分25%を乗じた額を交付単価として交付する。
③交付金
・酪農運営に係る電気料増額分について飼養頭数に応じて交付
　(1) 乳用牛（搾乳牛）　飼養頭数（令和７年２月時点）　370頭
　　　乳用牛370頭×@8,000円/頭＝2,960,000円
　(2) 育成牛　飼養頭数（令和７年２月時点）　260頭
　　　(1)と合わせて飼養している場合１頭当たり1/2の額を加算）
　　　育成牛260頭×@8,000円/頭/2＝1,040,000円
　　　※ 農業経営統計調査（令和４年度）
　　　　　生乳生産費光熱水費及び動力費（東北）
　　　　　搾乳牛１頭あたり34,243円×高騰分25%＝8,561円
　　　※ 金ケ崎町の単価試算
　　　　　飼養頭数の一番大きい農家の年間電気料より試算
　　　　　電気料3,500千円×高騰分25%/頭数100頭＝8,750円
④乳用牛を飼養する畜産農家　７戸

R7.5 R7.7

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
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7
③消費下支え等を通
じた生活者支援

キャッシュレス決済
推進事業補助金

①物価高騰の影響を受けている生活者の消費を下支えするとともに、市内中小小売業者等の利用機会向上
や売上増加、事業継続等を図ろうとするもの。
併せて、キャッシュレス決済に関し市内中小小売業者等の導入や生活者の利用を支援・促進することにより、
市内の商取引における利便性や快適性の向上を図ろうとするもの。
②補助金（奥州商工会議所及び前沢商工会への間接補助）
③積算根拠
　１　還元費用　135,000,000円（89.2％）
　　　ポイント還元費　135,000,000円（非課税）
　２　事務費用　 16,405,000円（10.8％）
　　(1) キャッシュレス事業者：9,775,000円
　　　　手数料　還元費用135,000,000円×５％ ＝6,750,000円
　　　　運営費　＠1,000,000円×１件×1.10　  ＝1,100,000円
　　　　販促費　＠1,000円×1,750店舗×1.10　＝1,925,000円
　　(2) 商工団体：6,630,000円
　　　　奥州商工会議所　＠6,000,000円
　　　　前沢商工会　　　　＠630,000円
④生活者（全般）

R7.4 R7.9

8
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

運輸事業者運行支
援緊急対策事業補
助金

①燃油の価格上昇による運送事業者の経営に及ぼす影響を緩和するため、対象事業者に支援金を支給す
ることで、社会インフラとして重要な運送事業者の事業の維持及び確保を図るもの。
②燃料費に対する補助金（岩手県トラック協会水沢支部への間接補助）
③積算根拠
・支援金額の積算根拠
　　県の事業に準拠した額　21,000円／台
　　（営業用トラック標準軽油使用量（総務省通知）：12,580㍑・軽油価格差額：126.9円/L（R3.4）・147.2円/L
（R6.10）の上昇分　20.3円/L・支給単価：12,580㍑×算定期間3/12×支給単価6.8円（20.3/3）≒21,000円）
・台数の積算根拠
　　当初想定台数　1,314台
　　第１弾実績台数　　809台（49事業者）
　　第２弾実績台数　　869台（57事業者）
　　第３弾実績台数　　831台（53事業者）
　　第１～３弾平均　　836台≒1,000台
・事務費の積算根拠
　　広報費50千円、通信運搬費60千円、人件費等100千円
④事業者（市内の運送事業者）

R7.4 R7.7

9
⑦中小企業等に対す
るエネルギー価格高
騰対策支援

伝統産業物価等高
騰対策事業補助金

①物価高騰の影響により経営環境が悪化している伝統工芸事業者に対し、産地組合を通じてその影響を緩
和する取組を進めることで、伝統工芸事業者の経営環境の改善と伝統工芸産業の維持・発展を図る。
②原材料、資材等の購入時における物価高騰分の差額補填に必要な費用などに対する補助
③積算根拠
　(1) 支援内容
　　　物価高騰の影響を受ける前の令和元年度または令和２年度との原材料費・資材費・電気代等の差額補
填を行う。
　(2) 事業費
　　ア　鋳物組合分
　　　　資材値上り額42.5千円/ｔ×資材等購入量300t＝12,750千円
　　　　※購入量内訳（組合事業者20社×15ｔ）
　　イ　箪笥組合分
　　　　（木材900円/枚×3,500枚）＋（金具200円/個×17,350個）
          ＋（漆等7,000円/本×90本）＝7,250千円
　(3) 支援対象期間
　　　令和７年２月から令和８年１月
④水沢鋳物工業協同組合、岩谷堂箪笥生産協同組合

R7.4 R8.3

10
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

温泉施設電気料等
高騰緊急支援事業
交付金

①エネルギー価格等の高騰の影響を受けている奥州市内の温泉施設に対する支援を通して、事業の継続に
資する。
②電気・ガス・灯油に係る物価高騰分に対し、２分の１以内の金額で補助する。
③(1) 対象事業者　　市内温泉施設　４事業者
　 (2) 支援上限額　　一事業者あたり1,250千円
　 (3) 事業費　　　　@1,250千円×４事業者＝5,000千円
　 (4) 支援対象期間　令和７年１月～令和７年６月
④奥州・金ケ崎温泉組合に加入している市内温泉施設を営む事業者

R7.4 R7.9

11

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆
浴場等に対する物価
高騰対策支援

福祉施設等に対す
る物価高騰支援交
付事業

①目的、効果
　福祉施設等における介護サービス等の維持及び事業の継続を支援するため、市内に事業所を有する福祉
施設等に対して、夏期間（７～９月）に需要が増加する電気使用に対する支援を行うもの。
②交付金を充当する経費内容
　原油価格・物価高騰対策として、かかり増し経費（光熱費、燃料価格）を支援
③積算根拠
【介護サービス事業所等】
　(1) 光熱費支援（20,587,200円）
　　　《入　所　系》＠5,850円×2,938名＝17,187,300円
　　　《通　所　系》＠1,950円×1,522名＝ 2,967,900円
　　　《訪問介護系》＠6,000円×72事業所＝  432,000円
　(2) 車両燃料費支援（4,500,000円）　　＠7,500円×600台＝   4,500,000円
【障がい福祉サービス事業所等】
　(3) 光熱費支援（3,204,750円）
　　　《入　所　系》＠3,900円×373名＝   1,454,700円
　　　《通　所　系》＠1,950円×839名＝   1,636,050円
　　　《訪問介護系》＠6,000円×19事業所＝  114,000円
　(4) 車両燃料費支援（1,500,000円）　　＠7,500円×200台＝   1,500,000円
④事業の対象
　　市内に福祉施設等の事業所を有し、事業を継続している者

R7.7 R7.9
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12
⑥農林水産業におけ
る物価高騰対策支援

農業水利施設省エ
ネルギー化推進対
策事業

①目的、効果
　農業者が構成員となっている土地改良区に対し、農業水利施設（省エネルギー化推進対策事業取組施設）
の電気料金高騰に対する支援を行う。これにより、農業者の賦課金等の負担増を抑制し、農業者の救済措置
につながるもの。
②交付金を充当する経費内容
　土地改良区が所管する農業用施設（揚水機等）において、電気料金高騰の影響を受けた金額について支援
③積算根拠
【概算補助額】
　胆沢平野土地改良区　　　　　900,000円
　衣川土地改良区　　　　　　　　300,000円
　北上川東部土地改良区　　 1,300,000円
　　　　　合計　　　　　　　　　　　2,500,000円
④事業の対象
　市内の土地改良区

R7.6 R7.9

13
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等に
対する支援

温泉施設電気料等
高騰緊急支援事業

①目的・効果
　エネルギー価格等の高騰の影響を受けている、奥州市内の温泉施設を営業する事業者に対する支援を通
じて、事業の継続を支援するもの
②交付金を充当する経費内容
　物価高騰の影響を受けた電気、ガス、灯油及び重油代金に対し、その額の２分の１以内の額を補助
③積算根拠
　(1)　対象事業者　　市内温泉施設　４事業者
　(2)　補助上限額　　一事業者あたり1,250千円
　(3)　事　業　費　　1,250千円×４事業者分＝5,000千円
　(4)　支援対象期間　令和７年７月から令和７年12月まで
④事業の対象
　奥州・金ケ崎温泉組合に加入している、市内温泉施設を営業する事業者

R7.10 R8.3

14

⑤医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆
浴場等に対する物価
高騰対策支援

教育・保育施設等電
気料等支援事業

①目的・効果
　原油価格や物価の高騰の影響により、かかり増しした電気料等にかかる事業者の負担の軽減を図るため、
教育・保育施設等電気料等支援交付金を予算の範囲内で交付し、もって、円滑な施設運営を支援するもの
②交付金を充当する経費内容
　原油価格・物価高騰対策として、かかり増し経費（電気料等）を支援
③積算根拠
　園児1人あたりのかかり増し額　330円/月
　園児数　私立施設　2,344人
　私立交付額
　　　330円×2,344人×３ヶ月＝2,320,560円
④事業の対象
　私立の教育・保育施設の事業者

R7.7 R7.9


